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はじめに
── 基礎研究所によるアカデミア（学界）への発信と対話

変化の大きな時代においては、慣例にとらわれるこ
となく、自分の目と心で経済活動や事象を理解し、あ
るべき適切な会計処理とは何かを考え、また、監査・
保証のあり方を考える力を備えることが求められま
す。

PwCあらた有限責任監査法人（以下、PwCあらた）
は、外部の学識経験者や、専門資格を有するととも
に実務経験のある常勤の研究員を擁する常設機関と
して「PwCあらた基礎研究所」※1 を設置し、将来の監
査業務に影響をもたらすと思われる経済・社会の基
礎的な流れに関して独自の研究活動を行っています。
PwCあらた基礎研究所は、PwCあらたが設立された
2006 年の翌 2007 年 7 月に設置され、活動を継続、今
般2022年をもって15周年を迎えました。

設立母体である PwC あらたは、「厳正かつ公正な
高品質の監査およびビジネスアドバイザリーサービス
を実施し、経済の健全な発展に寄与する」というミッ
ションを掲げて設立されました。これは、高度な専門
サービスを提供するだけでなく、企業経営や資本市場
の発展に積極的に貢献することが重要という趣旨であ
り、それを探求するために常設機関たる基礎研究所が
創設された経緯にあります。

設立当時の名称は「あらた基礎研究所」でしたが、
設立母体であるPwCあらたの名称変更に伴い、2015
年 7 月より「PwC あらた基 礎 研 究 所」（英 語 名称：

※1 https://www.pwc.com/jp/ja/about-us/member/assurance/corporate-ins 
titute.html

PricewaterhouseCoopers Aarata Institute）と改
称されました（以下、研究所）。本稿では、この 15 年
を振り返りつつ、設立時の経緯から、研究成果、そし
て現在の活動までをご紹介したいと思います。

なお、本稿における意見や見通しにわたる部分につ
いては筆者個人のものであり、所属するPwC あらた
の見解ではありません。

1  監査法人が基礎研究所を設けたこと
の意義

研究所では、現在のPwCあらたの日常業務および
会計基準・監査基準等の設定プロセスの枠内では取
り扱われない先端的なテーマについて中長期的視点
に立った理論的かつ実務的な調査研究を行い、その
成果に基づいて市場に対して提言を行っていくとい
う方針のもと、活動を開始しました。具体的には「次
世代の会計および監査」、「企業の事業継続性」、「企業
情報に対する計量的アプローチの適用」の3点を主要
研究テーマとして取り上げました。

設立直後の PwCあらたは、3 つの行動原則、すな
わち Integrity（誠実）、Intelligence（知性）、Inno-
vation（革新）を掲げて活動していました。研究所で
はこの行動原則に沿い、とりわけIntelligenceを追求
して、PwCあらたの日常業務や会計基準・監査基準
の設定プロセスの枠内では取り扱われない先端的な
テーマに関して、中長期的な視点に立った理論的か
つ実務的な調査研究を行い、その成果に基づいて市
場に提言を行っていきたいと考えていました。

こうした活動は、対内的には、ともすると会計監査

15 周年を迎えたPwCあらた基礎研究所
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の業務に集中するあまり、大きな経済社会の流れを
見失いがちとなり、自らの責務を狭く考えがちとなる
のを未然に防止するのに役立つことに加え、対外的
には、発足したばかりの新しい監査法人の知名度向
上や行動原則に賛同する層を形成するという意味合
いがありました。

実際の研究活動にあたっては、PwC グローバル
ネットワークのいわゆるThought Leadership（注：
特定の業界やビジネスの世界で最先端を走り、リー
ダーシップをとっていく企業や個人の意）からも多く
の知見を得てきました。その意味では、日々の業務遂
行の中ともすれば通り過ぎてしまいかねないPwCの
Thought Leadership を、PwC のメンバーファーム
としていったんしっかりと受け止める役割も担ってい
たと言えます。

研究テーマについては、監査業務のベースとなる
会計・監査理論、クライアントである企業の課題、デ
ジタル化の進行を反映するかたちで選択しました。

「次世代の会計および監査」研究会では、当時監査
の見直しが社会的にも大きな課題となる中、むしろ
会計に関してそれが経済社会の発展とともに会計理
論も変化しているという立場に立って国際会計基準
に関するテーマや、リーマンショック後は統合報告の
動き等を研究しました。その後、監査およびトラスト
サービスにもテーマを広げることとなり、監査の質や
規制との関係、歴史などについても幅広く研究を進
めてきました。

「企業の事業継続性」研究会では、ゴーイングコン
サーンである企業が想定外の事態に対していかに事
業継続させるべきかを検討するだけでなく市場がそ
のリスク対策をいかに評価しているかについても研究
を重ね、リスクおよびリスク対策開示の効果のインセ
ンティブ構造を明らかにしてきました。当初から感染
症を地震・洪水等と並んで企業が備えるべきテーマ
として掲げ、レジリエンスの重要さを説いてきました。

「企業情報に対する計量化アプローチ」研究会で
は、デジタル化に関して、コンピューターの性能向上
に伴って発達してきた言語解析技術を使った企業の
非財務情報の分析等を行いました。昨今の選挙等で
マスコミは各党党首が使った言葉の頻度や他の言葉

との距離感等を分析して政党間の相違を明らかにし
ていますが、その技術を15 年前にまず地銀ディスク
ロージャーにおける経営者による挨拶に適用し、その
特徴を明らかにしました。

これは、未来の会計や監査を語るにあたりテクノロ
ジーとの関係を避けて通ることはできないため、「次
世代の会計および監査」とも関連が深いテーマと言
えます。こうしたことからその後、2016 年 11 月には
日本で最初にデータサイエンス学部を設置した滋賀
大学との共同研究にも発展しました。

2 これまでの研究成果

研究所の研究成果は、まず、設立の当初において
は学識経験者や研究員の論稿を編纂した、独自の論
文集（『あらた基礎研論集』）が刊行され、内外に配
布されました。「企業の事業継続性」の領域では、独
自の研究成果を書籍としても上梓しました。その後、
より幅広い読者層への浸透を図り、論集作成に替え
て先述の「PwCあらた基礎研究所だより」の連載記
事の掲載や、設立直後から会計・監査に関する専門
雑誌等への寄稿にも取り組んでいます。

これらの他、PwCあらた主催または他団体との共
催によるシンポジウムの企画、外部からの招聘講演、
大学における講義にも積極的・継続的に関わり、会
計・監査等に関する学会においても活動しています。

■ これまでに刊行された書籍

安井肇・あらた基礎研究所編
慶應義塾大学出版会
2013年7月31日発行
226ページ／四六判	ソフトカバー
2,200円（税抜き）

備えるBCMから使えるBCMへ
持続的な企業価値の創造に向けて
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対外的な発信に加えて、研究会において得られた
知見を対内的にパートナー・職員と迅速に共有してい
ます。すなわち、任意研修を実施し、現行の実務の
枠にとどまらない新しい問題意識や論点をテーマに、
新たな実務に積極的に取り組むヒントを与える「ナ
レッジ」を目指しています。また、研究の前段階とし
て外部で発表された専門的な知見向上に有益な情報
は、社内SNSを活用して共有し、ナレッジマネジメン
トにも取り組んでいます。

こうしたプロフェッショナル一人一人に対する知的
な働きかけを地道に行ってきたことは、最新の動向
に対する個々の知見を高め、その能力向上を通じて
監査の質にも貢献するものであり、例えば統合報告
作成支援、企業の事業継続性、データサイエンス等
の新しい領域のビジネスにもつながっています。さら
に10年先を見据え、引き続き多角的かつ幅広い研究
テーマに取り組んでいく予定です。

今般、かつて研究所の活動に積極的にご参加いた
だき、ご退任後もPwCあらたの外部から引き続きご
支援いただいている元専門研究員の先生より、15 周
年にあたってご在任時の研究を振り返ってのコメント
をいただきました。

元専門研究員の先生から（コメント要旨）

研究所での研究課題は、端的に言えば、経済
社会の変化に対応して会計理論がどのように変
容するかを理論、制度および実証の側面から究
明しようとするものでした。物的生産型（プロダ
クト型）経済から、ファイナンス型経済を経て、
知識創造型（ナレッジ型）経済への経済構造の
変化を受けて、有形財を基軸としたビジネス・
モデルから、経営者の能力や技術力・販売力等
の無形財（知的資産）に焦点を置くビジネス・モ
デルへと企業経営のあり方も大きく変貌するこ
とになりました。このような社会科学の基本的
認識基点に立って、企業会計はいかに変貌をと
げ、また変貌しようとしているのかを主たる研究
課題としました。

具体的には、認識レベルでの認識可能性の拡

大、測定レベルでの「時価＝公正価値」測定の
適用可能性の拡大、また、開示・伝達レベルで
は、非財務情報の発展が指摘されます。

また、会計のフレーム・オブ・レファレンス
（準拠枠）としての国際会計基準に関して、概念

フレームワークにおける意思決定有用性とステュ
ワードシップとの 2 つの視点の統合化によるフ
レームワーク構築の背景を探り、概念フレーム
ワークの基底をなす一般的仮説を明示しました。

さらにIFRSに基づき作成された財務諸表の監
査に関して、「原則主義」と「細則主義」の監査
人の判断形成について、わが国での実験研究の
結果、赤字会社を対象とする状況のもとでは、
非連結インセンティブの回答者は、日本基準（細
則主義）の適用グループでは、IFRS（原則主義）
の回答者の割合の約3 倍台となりました（16.7％
対 4.9 ％）。つまり、原則主義の方が、経営者に
有利な裁量的判断を採用しにくいとの 1 つのエ
ビデンスを提供するものとなりました。

3 近時の活動

外部の学識経験者を専門研究員として招聘して行
う研究会活動を通じた独創的な調査・分析・研究・
育成を行うだけでなく、共同研究や協力・対話を通
じた学識経験者の方々との交流や、専門領域での実
務経験も豊富な常勤の主任研究員による学会での報
告も行っています。

また、最新の研究動向やその背景にある調査・分
析等に関する内部研修も継続的に実施し、さらに本
稿を掲載している連載を開始しました。すなわち、タ
イムリーな情報発信と対話のためのPwCあらたの広
報誌『PwC’ s View』の「PwCあらた基礎研究所だよ
り」に、研究員による論稿として定期的に掲載してい
ます。
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最新の研究動向に関する報告や内部研修等のテーマ 
の例

● 英国の監査・ガバナンス改革
● サステナビリティ情報の保証
● インベストメントチェーンの進化
● 人権会計と無形資産の情報開示

「PwCあらた基礎研究所だより」（本誌連載）のテーマ 
一覧

● 第1回　アカデミズムに学ぶ──ステークホルダー
との対話を通じた自己検証と継続的改善（Vol. 35、
2022年11月）

● 第2回　コーポレートガバナンスと監査 ──これら
の切っても切れない関係（Vol. 36、2022年1月）

● 第3回　サステナビリティ情報の信頼性と保証 ──
EER保証ガイダンスの視点（Vol. 37、2022年3月）

● 第 4 回　インベストメントチェーンの変化と進化
── 投資家・アナリストの方々との対話からの学
び（Vol. 38、2022年5月）

● 第 5回　コーポレートガバナンスと監査 ── 英国
における改革の最新動向（Vol. 39、2022年7月）

● 第 6 回　サステナビリティの測定と評価 ── 環境
会計を再考する（Vol. 40、2022年10月）

なお、対外的な活動の一部については、PwCあら
たのウェブサイトにおいて研究所の「活動報告」とし
て継続的に掲載し、紹介しています（図表1）。

研究所の活動とウェブサイトとの連携については、
こうした対外的な広報活動のみならず、PwCあらた
内部においても積極的に取り組んでいます。社内イ
ントラに情報を蓄積し、「知の広場」として常時参照
が可能なものとしていくとともに、社内用SNSにお
いて日々の新しい情報を発信しています。

なお、研究所の現在の体制ですが、SEO（Stake-
holder Engagement Office）の一翼を担い、担当パー
トナー、所長（フルタイム、公認会計士）、主任研究
員（フルタイム、証券アナリスト）、同（パートタイム、
公認会計士）を中心に、複数の外部からの専門研究
員（大学教員）をお迎えしています。2022年からは、
10 年後を見据えた Society 5.0 におけるアジャイル
ガバナンスとトラストのあり方の探求を目的に、ア
ジャイルガバナンスの領域を専門とする専門研究員

（大学教員、弁護士）を招聘して「アジャイルガバナ
ンスの実装とトラストのあり方に関する研究会」を設
置、未来志向の先進的な研究にも取り組んでいます。

4 おわりに	──	不確実な未来へ向かって

変化の大きな時代においては、その未来が不確実
でもあります。組織におけるリサーチ機関の意味合い
は、この変化が激しく、速く、しかも不確実な時代に
あって、将来の方向性を示す羅針盤の役割を果たす
ことであろうと考えられます。研究テーマの選択や成
果の使い道は、時代によって、またPwCあらたのポ
ジショニングによっても変化していくべきことは当然
のことと思われます。

地球温暖化、感染症、欧州における紛争に起因し
た地政学リスクの高まりや、それに伴うエネルギー危
機等々、世の中の不確実性はさらに高まっています。
こうした中、おそらく確実と言ってよいのはデジタル

図表1：ウェブサイトにおける活動報告

出所：PwCあらた基礎研究所
 https://www.pwc.com/jp/ja/about-us/member/assurance/corporat
 e-institute.html
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化がさらに一段と進むことであると思います。
そうした中で、今後のデジタル化の進展が、監査

法人業務の対象でもある企業活動そのものや、その
結果を示すとともに監査が付加価値をつけていく企
業情報開示のあり方にいかなる影響を及ぼし、さらに
資本市場における資源配分機能にいかなる影響を及
ぼしていくかに関する深い知見が求められます。

その際、PwC グローバルネットワークの知見をも
活かしながら各領域の専門家の方々と研究を続け、
監査法人はもとより、企業や資本市場の羅針盤とし
ての役割を果たしていくことが期待されます。

この点についても、先の元専門研究員より15 周年
に向けてコメントをいただきました。

元専門研究員の先生から（コメント要旨）

研究所への期待は、大きく２つの側面から提
起されます。1つは、「守りの経営 ── 監査プロ
フェッショナルとしてのセルフディフェンスへの
期待」であり、もう1 つは、「攻めの経営 ── ビ
ジネスセンターとしての新たな叡智創造への期
待」です。

前者は 21 世紀監査プロフェッショナルとして
果たすべき役割・責務を推進することによって
セルフディフェンス（自己防衛）を果たすことで
あり、後者は、監査プロフェッショナルとして構
築してきた知識・経験に新たな「外部知識」を
積極的に取り込むことによって、新たな知識・経
験、つまり叡智を創出することです。

15 年の知識・経験の蓄積を基盤として、広く
人材の強化・拡充化が喫緊の課題をなしており、
そのための経営陣の理解と姿勢がなにより重要
になります。

ここで「守りの経営」とは、監査プロフェッショナ
ルとして現下に直面している会計および監査上の課
題に取り組み、プロフェッショナルとして自らを守る
べきことへのステークホルダーからの期待に応えるこ
とです。例としては、非財務情報と財務情報の統合
化の役立ちと改善、非財務情報に対する保証命題と
ノウハウの蓄積、IT、AI 時代に対応した監査技術の
開発などが挙げられます。

これに対して「攻めの経営」とは、21世紀を生きる
監査プロフェッショナルが自己の伝統的領域から新
たな叡智の創造に向けて踏み出し、いかにしてビジネ
スセンターとしてのグローバル化時代の社会的使命
を果たすかです。そのためには、外部知識を積極的
に取り入れ、「既存の知識」を結合することによって、
より高次元の社会的叡智を創出することです。具体
的には、オープンイノベーションによって広く研究者、
経営者、官公庁、他の専門団体などステークホルダー
を結集させ、広く「知の創造」を図るとともに、グロー
バルでのインタラクションを通じて研究所から積極
的に情報発信する体制作り・スタッフ陣の強化・拡
充が求められています。

本稿では、研究所の15 年間を振り返り、元専門研
究員よりお寄せいただいたコメントを交えてご紹介さ
せていただきました。今後とも引き続きこの活動を継
続してまいりたいと思います。

山口 峰男（やまぐち みねお）
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